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）

業務委託

実施主体

貸付 貸付先

指定管理

補助先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助

その他 その他の内容

1 消防費

実施の背景
　消防行政の円滑な運営を図るため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の4第3項の規
定に基づき、消防委員会を置く。

目　　的
　消防委員会は、市長が委嘱する市議会議員、消防団関係者、学識経験者から各3名の計9名で
構成されており、市長から諮問される消防に関する重要事項並びに消防団員の服務及び待遇に
関することを調査審議し、その結果を市長に答申することを目的としている。

市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（
対　象

100.0

実施方法

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

事
　
業
　
概
　
要

％

直接実施 一部委託

事業番号 52 15 5 1

事務区分

根拠法令等

基本的な
施策の方向

1 常備消防費

事 業 名

9 消防費 項

消防委員会運営事業 担当課 消防総務課

事業シート（概要説明書）

科　　目 款 目

総合戦略施策名

関連事業

総務係基本目標

昭和46年度

●報酬　　　　　　　　　　　40,800円
　第1回消防委員会報酬（6人）40,800円
　（市議会選出委員は報酬支給対象外）
　
●旅費　　　　　　　　　　　 4,590円
　第1回消防委員会（9人）　   4,590円
　
  消防委員会及び協議会会議内容
　第1回消防委員会
　　①委員長、副委員長の互選について
　　②令和２年度消防関係事業について

○ 法定受託事務 事業開始年度

担当係

成果説明書・掲載事業

地方自治法　富津市消防委員会条例

施策番号 作成責任者 池田俊幸

自治事務

単年度用
R3決算用
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1 消防費

事業番号 52 15 5 1

1 常備消防費

事 業 名

9 消防費 項

消防委員会運営事業 担当課 消防総務課

事業シート（概要説明書）

科　　目 款 目

成果説明書・掲載事業

単年度用
R3決算用

正職員

臨時職員等

活動実績

単位当たりコスト

国県支出金

地方債

[ 単位：千円 ]

コ
　
ス
　
ト

令和元年度（決算）

92 45 45 82

報酬

合　計

内　訳

事
業
実
績

一般財源

その他特財

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

人
件
費

財
　
源

合　計

82

総事業費

令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）

報酬 41 報酬 41 報酬 75

旅費 10 旅費 4 旅費 4 旅費 7

0.070.07 人 540 0.07 570

540 0.07 人 521 0.07

人人 521 0.07

人 570人 540 0.070.07 人

人 540

人 0

92

632 585 566 652

人 0人 0 人 0

国県支出金の内容

1 1 2

消防委員会協議会 1 1 2

45 45 82

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

その他特財の内容

令和２年度 令和元年度

92 45 45 82

その他
特記すべき事項

事業の自己評価 　令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により委員会１回の開催となった。

比較参考値
木更津市　消防委員会未設置
君津市　　年2回開催予定
袖ケ浦市　年2回開催予定

　消防に関する問題点や消防団員の服務及び待遇等の改善を目標とする。

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度 令和２年度 令和元年度

0 1

事
業
成
果

成果目標

成　果

合　計

答申した件数 件 0

消防委員会会議

総事業費 ／ 会議回数 586 566 326
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●旅費    　　　　　　　　　　　　　　　　　      0円

●需用費（消耗品費）　　　　　　　　　　　　420,288円

●役務費　　　　　　　　　　　　　　　　　2,278,919円
　　(内訳）
　　①通信運搬費　　　　　　　　　　　　　2,184,194円
　　②手数料　　　　　　　　　　　　　　　　 94,725円
　　　Ｂ型肝炎ワクチン接種等予防接種　　　　 83,805円
　　　携帯電話契約事務手数料　　　　　　　　　9,900円
　　　リサイクルシール　　　　　　　　　　　  1,020円

●委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　7,775,518円
　 （内訳）
　　①消防情報支援システム保守業務　　　　　924,000円
　　（月額77,000円×12ヶ月）
　　②健康診断委託料　　　　　　　　　　　　801,518円
    ③システム移行業務　　　　　　　　　　6,050,000円

●使用料及び賃借料　　　　　　　　　　　　2,905,838円
　　(内訳）
    ①放送受信料（本署･天羽分署）　　　　　　38,477円
　　②事務機器借上料（複合機賃貸料・使用料）410,808円
　　③消防情報システム賃貸借料　　　　　　1,914,528円
　　④寝具リース代（本署･天羽分署　27組） 　542,025円

貸付先

委託先・指定管理者 株式会社MJC、株式会社ビジネスコンピュータ

直接補助 間接補助 補助先

目　　的 　消防行政を円滑に運用することを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民及び消防職員
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 消防法　水道法　電気事業法　浄化槽法等

実施の背景
　消防行政を円滑を行うために必要な事務機器の整備や、会議等への出張に必要な経費を支出
している。

事務区分 自治事務 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

常備消防費

事 業 名 消防総務関係費（運営費等） 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用
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常備消防費

事 業 名 消防総務関係費（運営費等） 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価
　業務の効率化を図るため消防業務で必要となる情報を管理する消防情報支援システムの管理
及び保守を委託している。
　今後も消防行政を円滑に運用するため継続する。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　少ない職員数で業務を行うため、効率化を図り円滑な消防行政を運用する。
　なお、事業の性質上、成果の数値を設定することは困難である。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

令和元年度令和３年度 令和２年度

令和２年度 令和元年度

一般財源 6,100 12,747 6,396 7,429

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

財
　
源

合　計 6,691 13,381 7,042 7,429

国県支出金

その他特財
591 634 646

その他特財の内容 消防手数料

国県支出金の内容

地方債

0.60 人

217 0.10 人 256

総事業費 11,316 18,198 11,728 12,570

旅費 0 旅費 8

4,885

臨時職員等 人 0 0.10 人 192 0.10 人

4,625 0.60 人 4,469 0.60 人正職員 0.60 人 4,625

需用費 474

0.70 人 4,686 0.70 人 5,141

旅費 9

7,429

内　訳

役務費 2,267 委託料 7,776
使用料及び

賃貸料
3,029

使用料及び
賃貸料

3,062

役務費 1,905 委託料 1,997

委託料 1,729 役務費 2,279 委託料 1,703 役務費 1,887

需用費 421

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 6,691 13,381 7,042

使用料及び
賃貸料

2,261
使用料及び

賃貸料
2,906

需用費 420 需用費 397

人
件
費

合　計 0.60 人 4,625 0.70 人 4,817

旅費 13

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●消防活動事業負担金等　14,997,120円（①～⑥）

　（内訳）
　① 各消防長会及び消防協会負担金（全国、関東、県）    247,140円
   会議及び研修会（通信、予防、総務、警防、救急、救助）、昇任試験、消防救助大会等

　② 県高速自動車国道等消防協議会負担金　　　        　 20,000円

　③ 消防指令事務協議会運用経費負担金               10,080,521円
　　 県下20消防本部の消防指令事務を共同管理しており、富津市からは指令管制員1名を派遣している。

　④ 君津地域救急業務メディカルコントロール協議会負担金 55,000円
　　 木更津市、君津市、袖ケ浦市の消防機関と救急医療機関の連携強化を図ることにより、救急隊員
　　に対する技術指導体制の充実、救急活動の事後の検証体制、研修の充実を図る。

　⑤ 消防救急無線設備維持管理負担金                  4,574,459円
　　 県下全域の消防救急無線設備の整備及び管理に関する事務を共同処理する。

　⑥ 市危険物安全協会負担金                             20,000円

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　消防長会や協議会を通じて国や他の自治体消防との連携を図ることで、円滑な消防行政の運
営や緊急消防援助隊、千葉県広域応援隊との相互応援に備えることを目的としている。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民及び職員
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 消防組織法、各協議会等の規約等

実施の背景

　消防本部が加盟している消防長会（千葉県・第三ブロック会・君津地区）や協議会等は、消
防大会の開催や消防関係の情報提供により、消防力の充実強化の向上に寄与している。また、
ちば消防共同指令センター(20消防本部）や消防救急無線整備事業（31消防本部）を共同で運用
している。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

常備消防費

事 業 名 消防総務関係費（消防活動事業） 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 10 2 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用
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常備消防費

事 業 名 消防総務関係費（消防活動事業） 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 10 2 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価

　指令業務の共同化で、本市消防本部の救急車両が全て出動している場合でも君津市消防本
部、安房郡市広域市町村圏事務組合消防本部の隣接応援を受け対応している。令和３年度は、
新型コロナウイルス感染拡大の影響で、１件の救急出動時間が長くなり受援及び応援出動が昨
年度よりも多くなったと考えられる。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　指令業務及び消防救急無線の共同化により、近隣消防本部との連携が可能となり、広域的な
消防力の充実強化が図れている。なお、具体的な成果目標を定めることは困難である。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 市民 円 480

事
業
実
績 20 9 65

令和元年度

450 1,221

令和３年度 令和２年度

令和２年度 令和元年度

119番通報受付件数 件 3,296 3,112 3,680

一般財源 14,528 14,997 14,281 47,050

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

救急出動　他市からの出動件数 件 42 17 49

救急出動　他市への出動件数 件

財
　
源

合　計 14,528 14,997 14,281 47,050

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

0.60 人

217 0.10 人 256

総事業費 19,153 19,814 18,967 52,191

4,885

臨時職員等 0.00 人 0 0.10 人 192 0.10 人

4,625 0.60 人 4,469 0.60 人正職員 0.60 人 4,625

0.70 人 4,686 0.70 人 5,141

47,050

内　訳

負担金補助
及び交付金

14,528
負担金補助
及び交付金

14,997
負担金補助
及び交付金

14,281
負担金補助
及び交付金

47,050

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 14,528 14,997 14,281

人
件
費

合　計 0.60 人 4,625 0.70 人 4,817

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●旅費　  354,320円
　①県消防学校及び大学校
    初任科（5名）183,860円　救急科　　（4名）58,980円　予防査察科（2名）7,160円
    救助科（2名） 17,340円　火災調査科（2名） 6,060円　訓練指導科（2名）4,640円
　　消防大学校　幹部科（1名）3,820円
  ②その他
　　潜水士免許試験講習（2名）13,040円　予防技術検定受験        （2名）3,440円
　　小型船舶免許講習　（1名)  3,980円　千葉市違反是正実務研修会（1名）7,700円
　　酸素欠乏 硫化水素危険作業主任者講習（3名）14,940円
　　指令管制員要請研修（1名）17,400円  企業防災対策指導研修会  （1名）3,180円
　　ＴＲＲＴ講習（2名）8,780円
●役務費　 25,922円
　　予防技術検定受検手数料（2名）　　　11,806円
　　潜水士免許試験及び交付手数料（2名）14,116円
●負担金補助及び交付金　　3,236,211円
　①消防学校入校負担金
　　初任科(5名） 1,407,119円　救急科（4名）429,308円　予防査察科(2名） 65,328円
　　訓練指導科（2名)34,246円　救助科（2名）155,900円　火災調査科(2名）147,450円
　　消防大学校　幹部科（1名）入校経費 157,400円　寮負担金 70,300円
  ②各種講習等受講負担金
　　玉掛け技能講習（3名）　　　　　　64,350円　ＴＲＲＴ講習(2名）　　　　  60,000円
　　潜水士免許試験準備講習会（2名）  42,520円　小型船舶免許更新講習（1名） 85,500円
　　小型移動式クレーン技能講習（3名）99,660円　ＪＰＴＥＣ更新コース（15名）45,000円
　　関東地方救急隊員学術研究会（1名） 5,000円
    酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習（1名）53,130円
　③消防職員自動車免許取得費補助金
    中型自動車免許取得（4名）       314,000円

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　各種講習会等に参加し、専門的知識及び技術を習得させることで、災害による被害を軽減さ
せ、市民の生命、身体及び財産を守ることを目的としている。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 消防職員
対象者数(全住民に対する割合)

96 人（ ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和47年度

根拠法令等 地方公務員法　消防組織法　救急救命士法

実施の背景
　消防への市民ニーズの高まりと複雑多様化する災害への対応能力が求められるため、消防学
校への入校や各種講習を受講し、専門的な知識、技術を習得している。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

常備消防費

事 業 名 職員研修事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 15 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用



- - -

常備消防費

事 業 名 職員研修事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 15 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価
　消防学校入校及び研修会等へ参加し、新たな知識、技術を習得することにより適切な判断や
処置が可能となる。

比較参考値

その他
特記すべき事項

中型自動車免許以上取得者 人 84/96 81/96 71/93

各種講習等受講者数 人 25 22 31

事
業
成
果

成果目標

　研修の目的は、消防職員として消防に関する知識、技能の習得及び向上であるが、資格取得
を目的とした研修もあることから、資格取得者数を成果目標とする。また、30年度から始まっ
た消防職員自動車免許取得費補助金制度により、中型自動車免許以上を保有する機関員の増員
を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 職員数 88

事
業
実
績 455 759 336

令和元年度

初任科及び専科入校者数 人 19 11 14

78 82

令和３年度 令和２年度

令和２年度 令和元年度

消防学校入校負担金 千円 2,467 1,514 16,445

一般財源 4,658 3,616 2,688 2,495

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

普通旅費 千円 354 170 192

各種講習等受講負担金 千円

財
　
源

合　計 4,658 3,616 2,764 2,495

国県支出金

その他特財
76

その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

0.60 人

217 0.10 人 256

総事業費 9,283 8,433 7,450 7,636

4,885

臨時職員等 人 0 0.10 人 192 0.10 人

4,625 0.60 人 4,469 0.60 人正職員 0.60 人 4,625

0.70 人 4,686 0.70 人 5,141

2,495

内　訳

負担金補助
及び交付金

4,156
負担金補助
及び交付金

3,236
負担金補助
及び交付金

2,579
負担金補助
及び交付金

2,289

旅費 170 旅費 192

役務費 41 役務費 26 役務費 15 役務費 14コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 4,658 3,616 2,764

旅費 461 旅費 354

人
件
費

合　計 0.60 人 4,625 0.70 人 4,817

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）



- - -

）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

被服購入内容

●需用費（消耗品・被服費）　　　　　3,542,975円
　
　（内訳）
　　①新規採用職員4名分           　1,234,390円
　　②職員更新分　　　            　2,308,585円
　
●備品購入費　　　　　　   　　　　 　990,000円
　
　（内訳）
　　①防火服一式（新規採用職員4名分） 818,400円
　　②防火長靴（新規採用職員4名分） 　171,600円

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　制服や活動服をはじめとする被服の貸与は、消防職員としての統制や規律、秩序の確保、服
制による指揮統制の明確化、災害現場等で活動する消防職員の安全を確保することを目的とし
ている。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 消防職員
対象者数(全住民に対する割合)

96 人（ ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和47年度

根拠法令等 消防組織法、消防吏員服制基準、富津市消防職員服制規則

実施の背景
　消防職員の被服は、消防組織法第16条に基づく「消防吏員服制基準」に準じ富津市消防職員
服制規則で定めている。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

常備消防費

事 業 名 職員制服等購入事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 20 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用



- - -

常備消防費

事 業 名 職員制服等購入事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 20 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価
　消防活動における安全な現場活動を行うため、平成30年度から３カ年計画でセパレート型防
火服を職員に貸与した。今後、防火服の貸与は１０年を目安に順次更新を図る。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　国が示す安全基準を満たしたセパレート型防火服や活動服を全職員に計画的に貸与するとと
もに、その他の貸与品についても充実を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 職員数 千円 58

事
業
実
績

令和元年度

セパレート型防火服貸与済職員（再任用職員除） 名 89/90 88/89 74/89

178 96

令和３年度 令和２年度

令和２年度 令和元年度

防火服一式貸与者 者 4 33 18

一般財源 8,711 4,533 14,885 7,379

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

制服及び活動服貸与者 者 46 46 13

財
　
源

合　計 8,711 4,533 14,885 7,379

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

0.14 人

0 人 0

総事業費 9,790 5,612 15,928 8,519

1,140

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,079 0.14 人 1,043 0.14 人正職員 0.14 人 1,079

0.14 人 1,043 0.14 人 1,140

7,379

内　訳

需用費 5,637 需用費 3,543 備品購入費 8,117 備品購入費 5,162

需用費 6,768 需用費 2,217

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 8,711 4,533 14,885

備品購入費 3,074 備品購入費 990

人
件
費

合　計 0.14 人 1,079 0.14 人 1,079

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）



- - -

）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●報償費     　   16,148円
　防火ポスター展等に参加する児童への記念品を購入

●普通旅費   　　  2,680円
　全国消防救助シンポジウム

●需用費　　   5,617,373円
　①消耗品費　 4,713,420円　消防活動や講習会に必要な消耗品購入代
　②印刷製本費　　36,740円　救急活動時に使用する搬送証明書の印刷代
  ③修繕費　  　 867,213円　各資機材の修繕代

●役務費    　   405,595円
　①手数料 　　  284,485円　医療用酸素の充填や無線機再免許申請印紙代
　②保険料　 　  121,110円　消防業務賠償責任保険及び救命士賠償責任保険代
　
●各種設備保守点検等委託料  3,013,896円
　感染性産業廃棄物処理・救急資器材滅菌処理・空気呼吸器・酸素、空気ボンベ耐圧検査
　潜水資機材点検・消防無線機等

●原材料費 　   123,207円
　訓練施設及び防火水槽の補修に必要な材料を購入

貸付先

委託先・指定管理者 (株)ナリコー・(株)エイバン商事、(株)TOKAI、(株)大崎コンピュータ等

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　複雑多様化する各種災害に対応するため職員の知識・技術向上、火災の警戒・鎮圧、人命救
助・傷病者搬送等の消防活動に必要な資機材の整備・維持管理を行い、消防力の充実強化を図
ることを目的としている。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 平成19年度

根拠法令等
高圧ガス保安法、医療法、クレーン等安全規則、富津市救急業務実施規則等、
春季・秋季全国火災予防運動実施要綱

実施の背景 　円滑な消防活動を遂行するため、安全かつ効果的な資機材等を整備・維持管理を図るもの。

事務区分 自治事務 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 鈴木　淑之

常備消防費

事 業 名 警防活動運営事業（活動費等） 担当課 消防署

総合戦略施策名
基本目標 担当係 消防係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 35 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用



- - -

常備消防費

事 業 名 警防活動運営事業（活動費等） 担当課 消防署

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 35 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価
　多種多様な災害に対応するための使用資機材を点検委託することで重大な故障の発生を防ぐ
ことができ､現場活動を支障なく行えた。

比較参考値
　近隣の消防本部においても、複雑多様化する各種災害に対応するため、職員の資質向上を図
り、地域の状況や特性を考慮しながら消防活動に必要な資器材整備の充実・強化を進めてい
る。

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　災害現場で使用する資機材等を点検委託し、円滑な消防活動を行えることを目標としている
ため、重大な故障（1件当たり修繕費10万円以上）の発生件数減少を成果目標値とした。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 市民 305

事
業
実
績

令和元年度

１件あたり10万円以上を要した資機材修繕 件 2 2 0

316 219

令和３年度 令和２年度

令和２年度 令和元年度

消防・救急・救助活動上必要な消耗品等の購入 円 4,713 5,077 2,557

一般財源 7,311 9,179 10,041 5,784

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

消防・救急・救助活動上必要な資機材の点検整備 円 3,014 2,959 2,161

財
　
源

合　計 7,311 9,179 10,041 5,784

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

0.44 人

0 人 0

総事業費 10,703 12,571 13,318 9,366

その他 19 その他 16

3,582

臨時職員等 人 0 人 0 人

3,392 0.44 人 3,277 0.44 人正職員 0.44 人 3,392

原材料費 124

0.44 人 3,277 0.44 人 3,582

その他 46

5,784

内　訳

需用費 3,406 需用費 5,617 需用費 6,719 需用費 3,170

委託料 2,959 委託料 2,169

役務費 317 役務費 406 役務費 264 役務費 275

原材料費 178

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 7,311 9,179 10,041

委託料 3,352 委託料 3,014

原材料費 123 原材料費 83

人
件
費

合　計 0.44 人 3,392 0.44 人 3,392

その他 58

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）



- - -

）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●借上料　　1,695,240円
　
（内訳）
　①半自動式除細動器　1,149,552円
　【富津救急1号・富津救急2号車積載（H30.12.1～R5.11.30）】
　
　②ＡＥＤ　　　　　  　 84,744円
　【消防車3台に積載　(H30.12.1～R5.11.30)】

　③無線機借上料        460,944円
  【署活動用400MHz帯携帯無線機　18台（R3.3.1～R8.2.28）】

貸付先

委託先・指定管理者 (株)JA三井リース・セコム(株)・(株)大崎コンピュータエンジニアリング

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　半自動式除細動器及びＡＥＤをリース契約することにより、契約年数に応じた機器の更新維
持管理費用の削減等を図りながらも救命処置資器材を充実させ、傷病者の救命率及び社会復帰
率の向上を目的としている。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 平成19年度

根拠法令等 富津市救急業務実施規則

実施の背景 　除細動器は救急車にＡＥＤは消防車に積載し、傷病者の救命率を向上させる。

事務区分 自治事務 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 石井　保之

常備消防費

事 業 名 警防活動運営事業（ＡＥＤ及び半自動式除細動器借上） 担当課 消防署

総合戦略施策名
基本目標 担当係 救急係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 35 2 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用



- - -

常備消防費

事 業 名 警防活動運営事業（ＡＥＤ及び半自動式除細動器借上） 担当課 消防署

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 35 2 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価
　ＡＥＤは、心室細動や心室性頻拍（電気ショックが必要な心電図波形）には必要不可欠な救
命処置であることから、現在の整備状況を維持する必要がある。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　半自動式除細動は、特殊な物品であるため、リース品として取り扱う業者が少なく保有する
４台のうち２台を令和元年度から長期契約終了月に併せて新規購入した。

事
業
成
果

成果目標
　リース契約することによりシステム更新及び迅速なメンテナンスが可能となるため、正常な
機器状態を維持できる。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

令和元年度令和３年度 令和２年度

令和２年度 令和元年度

救急車の出動件数 件 2,452 2,258 2,648

一般財源 1,696 1,695 1,273 1,417

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

消防車の救急支援出動 件 316 320 313

財
　
源

合　計 1,696 1,695 1,273 1,417

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

0.14 人

0 人 0

総事業費 2,775 2,774 2,316 2,557

1,140

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,079 0.14 人 1,043 0.14 人正職員 0.14 人 1,079

0.14 人 1,043 0.14 人 1,140

1,417

内　訳

使用料及び
賃貸料

1,696
使用料及び

賃貸料
1,695

使用料及び
賃貸料

1,273
使用料及び

賃貸料
1,417

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 1,696 1,695 1,273

人
件
費

合　計 0.14 人 1,079 0.14 人 1,079

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）
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）

事業番号 52 15 35 3 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

常備消防費

事 業 名 警防活動運営事業（備品購入） 担当課 消防署

総合戦略施策名
基本目標 担当係 消防係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

基本的な
施策の方向

施策番号

根拠法令等 消防組織法　消防力の整備指針　一般高圧ガス保安規則

作成責任者 鈴木淑之

実施の背景 　消防活動を遂行するにあたり必要な資器材を整備する。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

指定管理

実施主体

貸付

75 人（ 0.2 ％

間接補助

事業開始年度 昭和４７年度

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託

補助先

目　　的
　消防職員が安全かつ効果的に消防活動を遂行できるように資器材を整備し、あらゆる災害か
ら市民の生命、身体、財産を守る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 現場活動にあたる消防職員
対象者数(全住民に対する割合)

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●備品購入費　　　4,171,330円
 (内訳）
　①常備消防用ホース(65㎜×5本・50㎜×5本)396,000円
　　経年劣化及び現場活動で破損した修理不能ホースが毎年発生しているため、消火活動に最も重要な
　消防ホースの更新整備を図る。
　
　②空気呼吸器用ボンベ3本　　　　　　　　 481,800円
　　一般高圧ガス保安規則第18条第2号の規定に伴い、製造時に受けた容器検査年月から15年を経過した
　一般複合容器（FRP容器）は使用ができなくなるため、消防活動の支障とならない本数を計画的に更新
　する。
　
　③搬送用アイソレーター装置（2台）　 　2,782,780円
　　新型コロナウイルス感染症罹患者等の搬送に使用する。
　　※緊急消防援助隊設備整備費補助金（1台）750,000円（基準額の1/2）
　　※地方創生臨時交付金（1台）

　④その他資機材等　　　                  108,810円
　　LSP減圧弁、ファイヤーバルカン、デジタルカメラ、ハーネス等

　⑤幼年消防クラブ楽器　　              　401,940円
　　スネアドラム及びキャリングホルダーセット12組（明澄幼稚園幼年消防クラブ）
　　※コミュニティ助成金 　限度額　400,000円

関連事業

単年度用
R3決算用



- - -事業番号 52 15 35 3 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

常備消防費

事 業 名 警防活動運営事業（備品購入） 担当課 消防署

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

15,956 7,806

内　訳

備品購入費 7,806事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 948 4,171

0.33 人
人
件
費

合　計 0.33 人 2,544 0.33 人 2,544

正職員 0.33 人

948 備品購入費 4,171 備品購入費 15,956 備品購入費

臨時職員等 人 0

0.33 人 2,458

人 2,4582,544 2,6870.33 人

0 人 00 人

2,544 0.33 人

2,687

0.33

その他特財の内容 コミュニティ助成事業助成金、寄附金

人

総事業費 3,492 6,715 18,414 10,493

7,806

国県支出金
750

国県支出金の内容 緊急消防援助隊設備整備費補助金

地方債

3

消防用ホース 本 10

財
　
源

合　計 948 4,171 15,956

その他特財
1,000

令和２年度 令和元年度

3 3

事
業
実
績

18 28

一般財源 948 2,421 15,956 7,806

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

空気呼吸器用ボンベ購入本数 本

単位当たりコスト 総事業費 ／ 千円

成果目標 　災害現場で必要となる資器材の充実を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

消防用ホース（50㎜）保有数/目標数 本 111/130 118/130 121/130

空気呼吸器用ボンベ保有数/目標数 本 55/50

令和３年度 令和２年度 令和元年度

58/50 55/50

事業の自己評価

　消防において消防用ホース及び空気呼吸器用ボンベの更新整備は必要不可欠な事業であり、
その他の資器材についても計画的に整備することで活動の利便性等の向上、隊員の新型コロナ
ウイルス感染防止及び負担軽減に有効である。
　今後も、複雑多様な災害に対応できる機械器具を増強整備しなければならない。

比較参考値

その他
特記すべき事項

・消防用ホースは、経年劣化及び訓練等により修理不能ホースが多く発生し、目標数を下回っ
ている状態が続いているため、今後も継続的に購入し、目標数に近づけるよう整備をする。
・空気呼吸器用ボンベは目標数を上回っているが、毎年約5本の廃棄があるため、目標数を下回
らないよう整備する。

消防用ホース（65㎜）保有数/目標数 本 223/290 238/290 243/290

事
業
成
果



- - -

）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●需用費　 　 8,147,778円
　①消耗品費　　101,376円
  ②燃料費　　4,247,975円  レギュラーガソリン 19,342L  軽油 7,614L
  ③修繕料　　3,798,427円  車両法定点検料３カ月×２台     19,800円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６カ月×５台　　 76,230円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 12カ月×６台    133,404円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 18カ月×８台     69,300円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21カ月×２台     19,800円
　　　　　　　　　　　　　　 車検整備代　　  　  10台    731,119円
　　　　　　　　　　　　　　 車両修繕料            　  2,748,774円

●役務費　    　423,671円
　①手数料       98,085円  車検×10台                     98,085円
  ②保険料      325,586円  自動車損害共済保険×18台　    248,886円
　　　　　　　　　　　　　 車検に伴う自賠責保険×10台     76,700円

●公課費　　　　689,400円  車検に伴う自動車重量税×10台

●使用料　　　　135,370円  有料道路通行料

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　火災をはじめとする各種災害に対応するため、定期的に点検及び整備を実施し、消防車両等
を常に万全な状態に維持管理して市民の生命、身体及び財産を守ることを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和47年度

根拠法令等 消防組織法、道路交通法、道路車両運送法、消防力の整備指針

実施の背景 　消防活動の遂行に必要な消防車両を維持管理する。

事務区分 自治事務 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 鈴木　淑之

常備消防費

事 業 名 車両維持管理費 担当課 消防署

総合戦略施策名
基本目標 担当係 消防係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 45 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用



- - -

常備消防費

事 業 名 車両維持管理費 担当課 消防署

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 45 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価
　定期的な点検及び整備を実施することにより、故障を早期に発見し最低限の修繕費で抑える
ことが期待できる。しかし、運用開始から15年以上経過している車両が多く、経年劣化や老朽
化による修繕費の増加が懸念されるため、計画的な車両の更新が必要である。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　車両点検管理表に基づき、計画とおりに点検整備を実施し、消防車両及び装備品を万全な状
態で維持管理することにより、円滑な消防活動を実施することができる。
　なお、具体的な成果目標を定めることは困難である。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 車両台数（19台） 千円 628

事
業
実
績 104 104 104

令和元年度

501 612

令和３年度 令和２年度

令和２年度 令和元年度

車両点検（法定点検・車検） 台 38 32 34

一般財源 8,698 9,334 7,042 8,935

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

日常点検 回 730 730 730

週末車両点検 回

財
　
源

合　計 8,698 9,396 7,059 8,935

国県支出金
55

その他特財
7 17

その他特財の内容 雑入

国県支出金の内容 消防・救急体制整備費補助金

地方債

0.33 人

0 人 0

総事業費 11,242 11,940 9,517 11,622

2,687

臨時職員等 人 0 人 0 人

2,544 0.33 人 2,458 0.33 人正職員 0.33 人 2,544

使用料及び
賃貸料

170

0.33 人 2,458 0.33 人 2,687

8,935

内　訳

需用費 7,710 需用費 8,148 需用費 6,276 需用費 7,576

役務費 389 公課費 707

公課費 300 役務費 424 公課費 319 役務費 482
使用料及び

賃貸料
250

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 8,698 9,396 7,059

役務費 438 公課費 689

使用料及び
賃貸料

135
使用料及び

賃貸料
75

人
件
費

合　計 0.33 人 2,544 0.33 人 2,544

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●需用費　　 7,388,812円
  ①消耗品費　　29,470円
　②燃料費      23,540円
　③光熱水費 6,726,062円
　                     電気　 　　  　　水道　　 　　  LPガス
　  消防防災センター　4,408,138円　　　808,830円　　　　　－
　  消防署天羽分署　　1,002,445円　　　250,360円　　　256,289円
  ④修繕料   　733,755円
    消防防災センター  トイレ便座　　　　　 12,265円　　オーブンレンジ　　 21,230円
　　　　　　　　　 　 空調ドレンパン清掃　 77,220円　　電子レンジ　　　　　5,830円
          　　　　 　 電源装置交換用バッテリ－修繕 　13,200円
　　　　　　　　　 　 ２階自動ドア修理　　          258,500円
　　　　　　　　　 　 合併浄化槽膜チューブ　        148,500円
　　　　　　　　　　  防火シャッター危害防止装置　   39,600円
　  消防署天羽分署　　仮眠室エアコン 　              71,280円
　　　　　　　　　 　 ２階事務室エアコン           　80,630円
　　　　　　　　　 　 エアコンドレン　                5,500円

●委託料 　3,439,037円
 　消防庁舎に係る保守点検、清掃委託等

●役務費　　 154,384円
 　①手数料　浄化槽法11条検査 　24,000円　合併浄化槽汚泥汲取り　79,200円
　 ②保険料  建物総合損害共済　 51,184円

●原材料費　　52,263円
　 コンパネ・クランプ等

貸付先

委託先・指定管理者 榎本電機㈱、㈱大崎コンピュータエンヂニアリング　千葉支店　他

直接補助 間接補助 補助先

目　　的 　円滑な消防行政と24時間交替で勤務する職員の職場環境を維持することを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民及び消防職員
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和47年度

根拠法令等 消防法　水道法　電気事業法　浄化槽法等

実施の背景
　消防庁舎の機能維持に係る各種業務委託、24時間交替で勤務する上で必要な光熱水費を支出
している。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

常備消防費

事 業 名 消防庁舎維持管理費 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 50 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用
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常備消防費

事 業 名 消防庁舎維持管理費 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 1

事業番号 52 15 50 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　施設、設備の点検を実施することにより消防庁舎等の機能維持に努める。
　なお、事業の性質上、具体的な成果指標を定めるのは困難である。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

令和元年度令和３年度 令和２年度

令和２年度 令和元年度

一般財源 10,596 10,559 13,907 16,070

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

財
　
源

合　計 11,996 11,159 13,907 16,070

国県支出金

その他特財
1,400 600

その他特財の内容 公共施設等マネジメント基金繰入金

国県支出金の内容

地方債

0.40 人

195 0.09 人 230

総事業費 15,080 14,415 17,081 19,557

原材料費 86

3,257

臨時職員等 人 0 0.09 人 172 0.09 人

3,084 0.40 人 2,979 0.40 人正職員 0.40 人 3,084

役務費 76

0.49 人 3,174 0.49 人 3,487

原材料費 52

16,070

内　訳

需用費 8,310 需用費 7,513 需用費 7,353 需用費 6,973

委託料 6,129 委託料 5,456

役務費 169 役務費 155 備品購入費 173 備品購入費 3,513

原材料費 55

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 11,996 11,159 13,907

委託料 3,462 委託料 3,439

原材料費 52 役務費 166

人
件
費

合　計 0.40 人 3,084 0.49 人 3,256

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）
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）

1

事業番号 52 15 55 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

常備消防費

事 業 名 　消防・救急体制整備事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

事業開始年度 令和３年度

根拠法令等 　消防組織法

実施の背景
　東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会における消防・救急体制の充実・強化
を図る。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　他の消防本部と連携し、区域内におけるテロ災害等への対応と救急搬送を任務とし、オリン
ピック・パラリンピック競技大会の成功に万全を期することを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 消防職員
対象者数(全住民に対する割合)

96 人（ ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●時間外勤務手当　　　　 　479,657円
　出動隊：救急隊員　延26名（うち管理職２名）
　期　間：7月25日～7月30日
　（内訳）
　①管理職員特別勤務手当　　27,000円

　②時間外勤務手当　　　　 452,657円

単年度用
R3決算用



- - -

1

事業番号 52 15 55 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

常備消防費

事 業 名 　消防・救急体制整備事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 平成元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 480 0

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.14 人 1,079

0

内　訳

職員手当等 480

0.00 人 0 0.00 人 0

0

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,079 人 0 人正職員 人 0 0.14 人

0 人 0

総事業費 0 1,559 0 0

財
　
源

合　計 0 480 0 0

国県支出金
480

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容 消防・救急体制整備費補助金

地方債

令和２年度 平成元年度

出動隊員 人 26

一般財源 0 0 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

平成元年度令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

事業の自己評価  

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　オリンピック競技大会において災害対応する救急隊の配備態勢を整える。
　なお、事業の性質上、具体的な成果指標は定めない。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

2

事業番号 52 25 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向 ② 自慢できる地域力を高める 施策番号 5 作成責任者 池田俊幸

非常備消防費

事 業 名 消防団活動事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 ＿２自分のくらす地域を好きになる 担当係 総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

事業開始年度 昭和47年度

根拠法令等 消防組織法、富津市消防団の定員、任免、服務等に関する条例

実施の背景
　消防団員は、特別職地方公務員として市民の生命・身体及び財産を火災から保護するととも
に、水火災または地震等の災害を防除し、これらの災害に因る被害を軽減することを任務とし
ていることから、消防団員の報酬及び災害出動等に伴う出動費用並びに福利厚生を行う。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　地域住民の安全・安心を確保するとともに消防団活動を円滑に行える環境を整備することを
目的としている。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 消防団員及び市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●報酬　　       11,622,500円
　①上半期        5,773,500円
  ②下半期        5,720,000円
  ③機能別団員　    129,000円

●旅費（費用弁償）1,713,020円
　①費用弁償　    　 85,020円　消防団会議等
　②出動手当　    1,628,000円　出動１回　1,000円

●修繕料　　      　175,913円　小型ポンプ修理
　
●役務費　　　       62,720円
　①切手代　　　　　 36,720円　通信用切手
　②電波利用料　     26,000円  消防団トランシーバー65局分
　
●備品購入費      　935,000円
　①背負式消火水のう　10台　297,000円
　②消防用ホース　　　20本  638,000円　消防施設強化事業補助金　補助率1/6
　
●負担金・補助及び交付金　                 18,431,123円
　①消防団員退職報償金支給事務負担金       10,630,480円
  ②消防団員福祉共済負担金        　        1,437,000円
　③消防団員等公務災害補償事務負担金        1,241,203円
  ④県消防協会負担金　　　　                  120,000円
  ⑤県消防協会君津支部負担金                   27,000円
  ⑥消防団員等公務災害見舞金支給事務負担金 　　53,440円
　⑦防火防災訓練災害補償等共済負担金           45,000円
　⑧消防団運営交付金　     　　　　　　　 　4,877,000円

単年度用
R3決算用
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2

事業番号 52 25 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

非常備消防費

事 業 名 消防団活動事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 35,745 32,940 37,900

報酬 13,383 報酬 11,622

備品購入費 935 旅費 1,216

人
件
費

合　計 0.14 人 1,079 0.14 人 1,079

その他 265

34,999

内　訳

負担金補助
及び交付金

18,770
負担金補助
及び交付金

18,431
負担金補助
及び交付金

18,496
負担金補助
及び交付金

18,580

報酬 12,135 報酬 12,235

旅費 2,667 旅費 1,713 備品購入費 5,821 旅費 3,297

備品購入費 660 備品購入費 638

0.14 人 1,043 0.14 人 1,140

その他 249その他 239 その他 232

1,140

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,079 0.14 人 1,043 0.14 人正職員 0.14 人 1,079 0.14 人

0 人 0

総事業費 36,824 34,019 38,943 36,139

財
　
源

合　計 35,745 32,940 37,900 34,999

国県支出金
110 106 1,741

その他特財
27 116 118

その他特財の内容 雑入

106

国県支出金の内容 消防団総合整備事業・消防団救助能力向上資器材緊急整備事業

地方債

令和２年度 令和元年度

災害出動（年間延人数） 人 877 815 2,311

一般財源 35,608 32,718 36,041 34,893

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

各訓練等出動（年間延人数） 人 751 216 1,183

消防団員募集等広報配布部数 部 500

令和元年度

消防団員数（実員/定数） 人 479/552 489/552 487/552

923 845

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 人口（市民） 円 825

事
業
実
績 500 1,000

事業の自己評価

　地域消防力の維持に必要不可欠な消防団員が年々減少しているが、令和元年度から消防団OB
を活用し、地域の災害対応に限定した機能別団員制度を導入したことで団員数の減少に歯止め
を掛けることが出来た。引き続き、団員の確保に努めるとともに消防団に対する理解を向上さ
せることに重点を置いた広報活動等を実施していく。

比較参考値

令和３年度
報酬額（年）（単位：円）団長　　　　　分団長　　　　団員　　　　出動手当
木更津市　　　　　　　　260,000円　　119,000円　　27,000円　　1,400円（1回）
君津市　　　　　　　　　250,000円　 　78,000円　　21,000円　1,400円～1,800円（1回）
袖ケ浦市　　　　　　　　228,000円　　102,000円　　24,000円　　1,300円（1回）

その他
特記すべき事項

令和４年４月１日現在
報酬額（年）（単位：円）   団長　　　  分団長　　   団員　　　　   災害出動手当
木更津市　　　　　　　　 82,500円　　 50,500円　　36,500円　　4,000円～8,000円（1日）
君津市　　　　　　　　　250,000円　 　78,000円　　36,500円　　4,000円～8,000円（1回）
袖ケ浦市　　　　　　　　228,000円　　102,000円　　36,000円　　4,000円～8,000円（1日）

普通救命講習受講者数 人 0 0 0

応急手当普及員受講者数 人 25 34 26

事
業
成
果

成果目標
・地域消防力を維持するため消防団員を確保する。
・有事の際に万全を期するため全団員が普通救命講習を定期的に受講する。
・救急法を指導するため講師となる応急手当普及員を養成する。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 52 25 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

非常備消防費

事 業 名 出初式運営事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等

実施の背景
　富津市消防出初式は、昭和46年に第1回が開催して以来、現在も伝統行事として実施してい
る。開催日は、毎年1月の第2日曜日としている。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　消防団員の士気の高揚、消防力の現状と規律、統制のある部隊行動を市民に公開し、消防に
対する関心や信頼を深め、防火思想の普及を図ることを目的としている。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 消防職団員及び市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　
●報償費（表彰記念品）　　　 48,400円

●旅費（消防団員出動手当）　 54,000円

　出初式は、式典及び訓練演技の2部構成で開催している。
　式典では、消防職団員に対する表彰を行い、訓練演技では、消防団員や幼年消防クラブによる演技訓練を披
露している。
　※令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により縮小し式典のみ開催した。

単年度用
R3決算用
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事業番号 52 25 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

非常備消防費

事 業 名 出初式運営事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 599 102 42

報償費 49 報償費 48

人
件
費

合　計 0.21 人 1,619 0.21 人 1,619

552

内　訳

旅費 550 旅費 54 報償費 42 旅費 510

報償費 42

0.21 人 1,564 0.21 人 1,710

1,710

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,619 0.21 人 1,564 0.21 人正職員 0.21 人 1,619 0.21 人

0 人 0

総事業費 2,218 1,721 1,606 2,262

財
　
源

合　計 599 102 42 552

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

出動手当（出初式当日） 円 54,000 0 325,000

一般財源 599 102 42 552

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

出動手当（出初式予行演習） 円 0 0 185,000

参加団員数 人 326

令和元年度

消防団員数（実員/定数） 人 479/552 489/552 487/552

0 7

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 参加団員数 千円

事
業
実
績 54 0

事業の自己評価
　新型コロナウイルス感染症拡大対策として、規模を縮小及び式典のみの開催にするなど開催
方法を創意工夫し、出初式を開催した。

比較参考値 　近隣市町村をはじめ、県内の全ての市町村が年頭の行事として出初式を開催している。

その他
特記すべき事項

●消防団員出動手当
　新型コロナウイルス感染症の影響により出初式が縮小となったため減額となった。

事
業
成
果

成果目標
　市民に防火や防災に対する認識を深め、有事の際の災害を最小限にとどめるなど防火・防災
意識の高揚を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 52 25 15 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

非常備消防費

事 業 名 操法大会運営事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 富津市消防団交付金交付要綱

実施の背景
　消防団は、火災や災害時において冷静かつ迅速に行動できるよう、消防基本訓練を通じ節度
ある行動が必要である。消防操法大会は、それらすべてを盛り込んだ訓練である。

事務区分 自治事務 法定受託事務

目　　的
　消防操法は、ホース延長や放水技術等、消防活動の基本を習得し、訓練を通じて団員同士の
団結力を高めることも目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民及び消防団員
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　
●備品購入費　　　　　　　　　　　　534,600円
　①消防団操法用ホース（12本）　　　429,000円
　②消防団操法用標的（1基）　　　   105,600円
　※消防団総合整備事業　補助率1/6

　消防操法訓練は、ホース延長や放水訓練技術の習得、規律の保持はもとより、団員同士の結束力を高めるた
めには必要不可欠な訓練であり、隔年で市内大会（ポンプ車の部・小型ポンプの部）を開催している。
　各部の優勝分団は、君津支部大会に出場、準優勝分団は、翌年の君津支部大会に出場する。

　※富津市消防操法大会及び君津支部消防操法大会は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止
　（備品は操法訓練を目的としているため購入）

単年度用
R3決算用
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事業番号 52 25 15 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

非常備消防費

事 業 名 操法大会運営事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 3,020 535 781

委託料 649

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.14 人 1,079

報償費 97

2,759

内　訳

負担金補助
及び交付金

1,318 備品購入費 535 備品購入費 781
負担金補助
及び交付金

1,318

備品購入費 528

備品購入費 568 委託料 468

旅費 388 旅費 367

0.14 人 1,043 1.10 人 8,956

報償費 78

8,956

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,079 0.14 人 1,043 1.10 人正職員 人 0 0.14 人

0 人 0

総事業費 3,020 1,614 1,824 11,715

財
　
源

合　計 3,020 535 781 2,759

国県支出金
94 88 129

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容 消防団総合整備事業

地方債

令和２年度 令和元年度

市内大会出場数（ポンプ車・小型ポンプの部） 分団 0 0 15

一般財源 2,926 447 652 2,759

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

支部大会出場数（ポンプ車・小型ポンプの部） 分団 0 0 2

県大会出場数（ポンプ車・小型ポンプの部） 分団 1

令和元年度

0 217

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 大会出場分団数 千円 0

事
業
実
績 0 0

事業の自己評価

　令和２年度に続き令和３年度も中止となり、２年を１期としている消防団としては、新入団
員は、操法訓練を経験することなく１期が終わってしまったため、操法訓練を通じて習得して
いた活動力が低下してしまうので、令和３年度は他の活動訓練を実施し、活動力の向上に努め
た。

比較参考値 　木更津市、君津市、袖ケ浦市についても、本市と同様に隔年にて操法大会を開催している。

その他
特記すべき事項

・消防団員出動手当
・健康診断委託料
・支部消防操法大会出場分団交付金
　新型コロナウイルス感染症の影響により富津市消防操法大会及び君津支部消防操法大会が中
止となったため支出なし。

事
業
成
果

成果目標
　火災対応に万全を期するための基本動作を習得することが目標であることから、目標値は計
れない。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 52 25 30 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

非常備消防費

事 業 名 団員制服等購入事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等
消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律、富津市消防団服制規則、
富津市消防団被服貸与規則

実施の背景
　富津市消防団発足時から、消防団に対する被服、装備品の貸与を行っている。平成26年12月
から「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が施行され、安全装備品の充
実を図っている。

事務区分 自治事務 法定受託事務

目　　的
　全ての消防団員を対象に、消防活動を安全に遂行するため、必要な装備品を継続して貸与す
ることを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 消防団員
対象者数(全住民に対する割合)

479 人（ 1.2 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●消耗品費　2,411,310円
　（内訳）
  ①安全装備品（消防団総合整備事業　補助率1/6）
　　保安帽×30個        　　　                 　 330,000円
　　防火長靴×30足                          　    330,000円
　　ヘッドライト×55個　　　　　　　　　　　　　　121,000円
    ベルトクリップ×55個　　　　　　　　　　　 　  27,830円
　
  ②消防団員用被服（消防団総合整備事業　補助率1/6）
　　活動服一式                               　　 979,330円
　　　(活動服上下 階級章 所属章 ベルト×各50）
　　アポロキャップ×50個　                     　 146,300円

　③その他　消防団員用被服
　　団本部役員制服一式×3名　　　　　　　　　　 　163,350円
　　レインスーツ×10着　　　　　　　　　　　　　 　98,120円
　　消防団活動服（上着）×4着      　　　　　　 　 71,830円
　　消防団活動服（ズボン）×3着      　　　　　 　 27,500円
　　消防団用ベスト                            　   99,000円
　　手袋×4双　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 17,050円

単年度用
R3決算用
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事業番号 52 25 30 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

非常備消防費

事 業 名 団員制服等購入事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 2,252 2,411 7,994

人
件
費

合　計 0.14 人 1,079 0.14 人 1,079

4,921

内　訳

需用費 2,252 需用費 2,411 需用費 7,994 需用費 4,921

0.14 人 1,043 0.14 人 1,140

1,140

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,079 0.14 人 1,043 0.14 人正職員 0.14 人 1,079 0.14 人

0 人 0

総事業費 3,331 3,490 9,037 6,061

財
　
源

合　計 2,252 2,411 7,994 4,921

国県支出金
375 321 1,471

その他特財
その他特財の内容

752

国県支出金の内容 消防団総合整備事業・消防団救助能力向上資器材緊急整備事業・地方創生臨時交付金

地方債

令和２年度 令和元年度

救助用半長靴購入数 足 0 0 31

一般財源 1,877 2,090 6,523 4,169

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

消防団員活動服購入数 着 50 70 42

令和元年度

救助用半長靴貸与済み団員数 足 479/479 489/489 487/487

18,481 12,446

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 団員数 千円 7,286

事
業
実
績

事業の自己評価
　消防団員が安全に現場活動できるよう消防団総合整備事業補助金及び消防団救助能力資器材
緊急整備事業補助金を活用し、整備を進めている。今後も消防団の安全を確保のため、装備品
を計画的に整備していく。

比較参考値

その他
特記すべき事項

新デザイン活動服貸与済み団員数 着 360/479 186/489 184/487

事
業
成
果

成果目標
　消防団員の個人装備について、平成26年2月7日付け消防庁告示「消防団員の装備の基準」の
安全装備品とされた救助用半長靴等を貸与している。今後も、貸与する装備を検討し、計画的
に貸与していく。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 52 25 35 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

非常備消防費

事 業 名 詰所等管理費 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 消防組織法

実施の背景 　消防団の拠点施設を維持管理するため、必要な経費を支出している。

事務区分 自治事務 法定受託事務

目　　的
　災害対応に万全を期することはもとより、消防団活動を円滑に遂行するため、消防団拠点施
設の維持管理を目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 有限会社すみれ園、井上清掃社

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

消防団詰所(詰所16施設・機庫4施設・旧詰所１施設）管理費

●需用費　光熱水費（22施設）　　　　　　　     　　      950,531円
　①電気料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       621,774円
　②水道料                                         　    328,757円
　
●需用費　修繕料等　　　　　　　　　　　　   　       　 345,290円

●役務費　浄化槽検査手数料及び保険料 　         　       152,219円
　第1分団第1部 14人槽　10,000円　　　第1分団第2部   5人槽  5,000円
　第2分団第1部  5人槽　 5,000円　　　第5分団第1部   7人槽  5,000円
　第6分団第1部  5人槽　 5,000円　　　第8分団第1部   7人槽  5,000円
　第9分団第1部  7人槽　 5,000円　　　第7分団第1部　 5人槽  5,000円
　旧第7分団第1部詰所　水道閉栓手数料　        550円
  保険料　建物総合損害共済保険料（22施設) 106,669円

●委託料　浄化槽保守点検委託料  各3回　                   82,500円
　第1分団第1部　14人槽 13,200円　   第1分団第2部 5人槽     9,900円
　第2分団第1部　 5人槽　9,900円   　第5分団第1部 7人槽     9,900円
　第6分団第1部　 5人槽　9,900円　   第7分団第1部 5人槽   　9,900円
　第8分団第1部　 7人槽  9,900円　   第9分団第1部 7人槽   　9,900円

●使用料及び賃借料　詰所・防火水槽用地借上料      　     896,855円
　①富津地区　　　　　　　　　　　　　　　　   　　      249,419円
　②大佐和地区　                                         285,682円
　③天羽地区                                      　     350,033円
　④防火水槽解体に伴う借上料の解約金                      11,721円

単年度用
R3決算用
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事業番号 52 25 35 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

非常備消防費

事 業 名 詰所等管理費 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 3,145 2,427 2,352

使用料及び
賃借料

950
使用料及び

賃借料
897

委託料 83 委託料 83

人
件
費

合　計 0.14 人 1,079 0.14 人 1,079

2,264

内　訳

需用費 1,963 需用費 1,295 需用費 1,165 需用費 1,122
使用料及び

賃借料
946

使用料及び
賃借料

934

役務費 149 役務費 152 役務費 158 役務費 143

委託料 83 委託料 65

0.14 人 1,043 0.14 人 1,140

1,140

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,079 0.14 人 1,043 0.14 人正職員 0.14 人 1,079 0.14 人

0 人 0

総事業費 4,224 3,506 3,395 3,404

財
　
源

合　計 3,145 2,427 2,352 2,264

国県支出金

その他特財
700 249 1

その他特財の内容 公共施設等マネジメント基金繰入金、雑入

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

一般財源 2,445 2,178 2,351 2,264

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

令和元年度令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

事業の自己評価

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　消防団が活動するための拠点施設として必要不可欠であることから、継続して維持管理す
る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 52 25 40 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

非常備消防費

事 業 名 車両維持管理費 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 消防組織法、消防力の整備指針、道路交通法

実施の背景 　消防団活動を円滑に遂行するにあたり、必要な消防車等を維持管理する。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　火災を始めとする各種災害に対応するため、定期的に点検及び整備を実施し、消防団車両を
常に万全な状態に維持管理することにより、市民の生命、身体、財産を守ることを目的とす
る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　定期的に点検及び整備を実施し、消防車両等を常に万全な状態に維持をする。

●需用費 修繕費　                              1,878,466円
　①法定点検料（2台）　　　　    　 　            54,340円
　②車検整備代(20台）　　　　　　　            1,326,167円
　③車両修繕料　　  　　　　　　                 497,959円
　
　
●役務費　　　　　　 　　　                      714,448円
　①手数料（車検20台　代行料・印紙代）　　　　 　234,840円
　②保険料（任意保険24台、強制保険20台）  　     479,608円
　
●公課費（車検に伴う自動車重量税20台）　　　 　  705,000円

単年度用
R3決算用
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事業番号 52 25 40 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

非常備消防費

事 業 名 車両維持管理費 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 1,810 3,298 1,533

役務費 428 役務費 714

人
件
費

合　計 0.14 人 1,079 0.14 人 1,079

3,247

内　訳

需用費 1,240 需用費 1,879 需用費 978 需用費 1,874

役務費 409 役務費 699

公課費 142 公課費 705 公課費 146 公課費 674

0.14 人 1,043 0.14 人 1,140

1,140

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,079 0.14 人 1,043 0.14 人正職員 0.14 人 1,079 0.14 人

0 人 0

総事業費 2,889 4,377 2,576 4,387

財
　
源

合　計 1,810 3,298 1,533 3,247

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

車検整備料（R1/19台、R2/4台、R3/20台） 円 1,326,167 265,082 1,415,320

一般財源 1,810 3,298 1,533 3,247

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

車両修繕料（R1/11台、R2/13台、R3/18台） 円 497,959 363,506 429,451

令和元年度

107,333 175,480

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 保有台数（24台） 円 182,375

事
業
実
績

事業の自己評価

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　定期点検、整備を実施し、消防車両及び装備品を万全な状態で維持管理することにより円滑
な消防活動を実施する。なお、車両の維持管理が目標であり目標値の算出は困難である。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●消火栓維持管理負担金　4,996,382円（市内消火栓の維持管理費）

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　現在、市内に設置されている消火栓は、設置より満３５年以上経過しているものが多く、経
年劣化により、開閉困難や漏水による使用不能など、活動に支障をきたす事象が発生している
ため、費用を投入し修繕を行い、有事の際に万全を期すことを目的としている。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 消防団員及び市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 消防法第20条第2項　水道法第24条第1項及び第2項

実施の背景
　根拠法令に基づき、年間を通じて市内消火栓の外観点検及び機能点検を行っている。
　消防本部からかずさ水道広域連合企業団へ消火栓維持管理を依頼し、故障等があった場合に
修繕を行っている。

事務区分 自治事務 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

施設費

事 業 名 消火栓維持管理事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 3

事業番号 52 35 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用
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施設費

事 業 名 消火栓維持管理事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 3

事業番号 52 35 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価
　市内上水道の老朽化に伴い、市制施行以前から敷設されている消火栓に漏水等の故障が多発
している。また、近年は民地内の消火栓についても土地所有者から移設依頼の申出も増加して
おり、予算の確保に苦慮している。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標 　定期点検時に不備があった消火栓の修理実績を成果値とした。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

令和元年度令和３年度 令和２年度

令和２年度 令和元年度

消火栓維持管理（修繕・移設・撤去） 基 1 4 2

一般財源 5,000 4,996 4,992 2,048

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

財
　
源

合　計 5,000 4,996 4,992 2,048

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

0.07 人

0 人 0

総事業費 5,540 5,536 5,513 2,618

570

臨時職員等 人 0 人 0 人

540 0.07 人 521 0.07 人正職員 0.07 人 540

0.07 人 521 0.07 人 570

2,048

内　訳

負担金補助
及び交付金

5,000
負担金補助
及び交付金

4,996
負担金補助
及び交付金

4,992
負担金補助
及び交付金

2,048

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 5,000 4,996 4,992

人
件
費

合　計 0.07 人 540 0.07 人 540

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）
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）

関連事業

その他 ○ その他の内容 本事業は、かずさ水道広域連合企業団の配管改良及び延伸計画を基に事業を進めている。

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●消火栓改良事業　　２１基　　16,123,466円

　（内訳）
　①西大和田地先（３基）　　 　2,191,602円
  ②大堀地先　　（２基）　 　  1,538,266円
　③青木地先　　（２基）　     1,436,577円
  ④二間塚地先　（２基）　     1,540,408円
　⑤西川地先　　（２基）　　   1,557,141円
  ⑥西大和田地先（１基）　　  　 893,188円
　⑦八幡地先　　（１基）　 　　  749,863円
　⑧亀田地先　　（３基）　　 　2,257,893円
　⑨湊地先　　　（２基）　　　 1,587,726円
　⑩湊橋地先　　（１基）　　　   812,255円
　⑪売津地先　　（２基）　　　 1,558,547円

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　消火栓を新設改良によりバランス良く配置し、防火水槽と併せ、消防水利の充足率を100％に
することを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 消防法第20条第1項　水道法第24条第1項

実施の背景 　消防施設整備計画に基づき、消防水利の不足している地域に、計画的に整備する。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

施設費

事 業 名 消火栓新設改良事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 3

事業番号 52 35 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用
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施設費

事 業 名 消火栓新設改良事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 3

事業番号 52 35 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価
　「消防水利の設置基準」を満たす消火栓の新設は、上水道延伸事業により設置された増圧ポ
ンプ場貯水槽の水量以上は放水できない基準外消火栓となることから、消防水利の充足率には
反映していない。今後は、配水管改良に伴う消火栓改良工事を主体に実施する。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　消防施設整備計画に基づき、新設消火栓は、水利の不足している地域に効果的に設置し、老
朽した配水管改良工事と併せ、充足率の向上を目指す。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

令和元年度

消防水利充足率 ％ 83.1 83.4 83.4

令和３年度 令和２年度

6,600

令和２年度 令和元年度

消火栓新設改良数 基 21 14 14

一般財源 2,610 16,123 48 2,312

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

財
　
源

合　計 10,410 16,123 9,548 8,912

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債 7,800 9,500

0.07 人

0 人 0

総事業費 10,950 16,663 10,069 9,482

570

臨時職員等 人 0 人 0 人

540 0.07 人 521 0.07 人正職員 0.07 人 540

0.07 人 521 0.07 人 570

8,912

内　訳

負担金補助
及び交付金

10,410
負担金補助
及び交付金

16,123
負担金補助
及び交付金

9,548
負担金補助
及び交付金

8,912

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 10,410 16,123 9,548

人
件
費

合　計 0.07 人 540 0.07 人 540

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

 
●工事請負費　　　         7,459,100円
　防火水槽撤去工事  　①大堀 3,862,100円
　　　　　　　　　 　 ②萩生 3,597,000円

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的 　消防水利の機能を維持管理し、有事の際に備えることを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 消防法　消防組織法　消防力の整備指針

実施の背景 　消防本部が管轄する消防水利を機能維持及び合理的管理を行っている。

事務区分 自治事務 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

施設費

事 業 名 消防施設整備事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 3

事業番号 52 35 15 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用
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施設費

事 業 名 消防施設整備事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 3

事業番号 52 35 15 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価
　地域に有効的かつ効果的な消防水利の配置を進めるとともに老朽化した防火水槽を順次、耐
震性を兼ね備えた防火水槽への改修を目指す。

比較参考値

その他
特記すべき事項

耐震性防火水槽設置数 基 0 0 0

事
業
成
果

成果目標 　合理化を図りながら更新及び改修を計画に進める。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

令和元年度

整理対象施設解体実施数 件 2 1 0

令和３年度 令和２年度

令和２年度 令和元年度

解体整理等対象施設数 件 2 1 0

一般財源 0 7,459 3,234 7,700

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

財
　
源

合　計 0 7,459 3,234 7,700

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

0.07 人

0 人 0

総事業費 0 7,999 3,755 8,270

570

臨時職員等 人 0 人 0 人

540 0.07 人 521 0.07 人正職員 人 0

0.07 人 521 0.07 人 570

7,700

内　訳

工事請負費 0 工事請負費 7,459 工事請負費 2,750 委託費 6,490

委託費 484 工事請負費 1,210

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 7,459 3,234

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.07 人 540

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）
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）

事業番号 52 35 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

施設費

事 業 名 消防自動車等整備事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 3

基本的な
施策の方向

施策番号

根拠法令等 消防組織法　消防力の整備指針　道路交通法

作成責任者 池田俊幸

実施の背景
　「消防力の整備指針」に基づき、人口や防火対象物の状況により、消防活動に必要な消防車
両及び資機材を、計画的に整備する。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

指定管理

実施主体

貸付

41,248 人（ 100.0 ％

間接補助

事業開始年度

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託

補助先

目　　的
　消防体制の充実強化を図り、迅速的確な消防活動を行うため、老朽化が進んでいる車両を計
画的に更新、整備することを目的としている。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 消防職団員及び市民
対象者数(全住民に対する割合)

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●備品購入費　　　52,653,190円
　①高規格救急自動車　36,239,874円
　　※緊急消防援助隊設備整備費補助金　12,557,000円（基準額の1/2）
　
  ②小型動力ポンプ付積載車　10,379,974円（消防団第1分団第2部）
　　※消防施設強化事業補助金　471,000円（基準額の1/6）

　③査察原調車  6,033,342円

●公課費　　　 　90,200円
  自動車重量税

●役務費　　　 　69,078円
　①自賠責保険   　23,110円
　②任意保険　　　 12,918円
　③リサイクル料　 33,050円

関連事業

単年度用
R3決算用



- - -事業番号 52 35 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

施設費

事 業 名 消防自動車等整備事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 3

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

公課費 13コ
　
ス
　
ト

0

公課費 0 役務費 25

役務費 0

12,512

内　訳

備品購入費 12,474

公課費 123 公課費 90

53 役務費 69

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 72,313 52,812

役務費

0.07 人
人
件
費

合　計 0.07 人 540 0.07 人 540

正職員 0.07 人

72,137 備品購入費 52,653 備品購入費 0 備品購入費

臨時職員等 人 0

0.00 人 0

人 0540 5700.07 人

0 人 00 人

540 0.07 人

570

その他特財の内容

人

総事業費 72,853 53,352 0 13,082

12,512

国県支出金
15,258 13,028 568

国県支出金の内容 緊急消防援助隊設備整備費補助金1/2・消防施設強化事業補助金1/6

地方債 53,900 7,400

3

消防車両更新台数 台 3

財
　
源

合　計 72,313 52,812 0

その他特財

8,800

令和２年度 令和元年度

0 2

事
業
実
績

0 2

一般財源 3,155 32,384 0 3,144

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

ドライブレコーダー取付台数（常備・非常備） 台

単位当たりコスト 総事業費 ／

成果目標 　消防署及び消防団の出動体制を整えるため、老朽した消防車両の更新を進める。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

更新した消防車両台数（非常備） 台 1 0 2

ドライブレコーダー搭載車両(常備) 台 6/18

令和３年度 令和２年度 令和元年度

5/18 5/18

事業の自己評価
　老朽した車両3台を更新したことで、消防活動の充実強化を図ることができた。今後も円滑な
消防活動を行うため、計画的に整備していく。

比較参考値

その他
特記すべき事項

更新した消防車両台数（常備） 台 2 0 0

事
業
成
果
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　
●工事請負費　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,310,000円
　消防団第11分団第2部機庫解体工事（山中697番地1）　　2,310,000円
　
　

貸付先

委託先・指定管理者 株式会社成田産業

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　消防団活動を円滑に実施するため、消防車両及び資機材の収納と消防団員が災害に備え待機
することができる施設を整備する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 消防団員及び市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 消防法、消防組織法

実施の背景
　昭和４６年の市制施行に伴い富津市消防団が発足した。地域を守る消防団（分団部）の消防
拠点として詰所を各地区に設置している。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 池田俊幸

施設費

事 業 名 消防団詰所等整備事業 担当課 消防総務課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 総務係

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 3

事業番号 52 35 45 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用
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施設費

事 業 名 消防団詰所等整備事業 担当課 消防総務課

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 3

事業番号 52 35 45 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価
　事業開始から４９年、詰所の改築工事が計画どおりに進んでいる。
　今後は詰所の改修による長寿命化、機庫の機能統合（廃止）を踏まえ事業を進めたい。

比較参考値

その他
特記すべき事項

・昭和４６年度　詰所３７
・平成１１年～平成１７年消防団統廃合により、詰所１６・機庫９
・令和３年　詰所１６・機庫４

津波浸水予測域内にあり移転の必要がある詰所数 棟 4 4 5

詰所と機庫を保有する分団部 棟 4 5 6

事
業
成
果

成果目標

地域の防災拠点として管轄区内の適正な場所に建て替え、災害活動に備える。
・昭和５６年以前に建設され現在の耐震基準を満たしていない詰所数
・ハザードマップの津波浸水予測域内にあり移転の必要がある詰所数
・機庫を廃止し機能を詰所に集約する必要がある詰所数

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

令和元年度

耐震基準未満のため改築等の必要がある詰所数 棟 2 2 3

令和３年度 令和２年度

10,000

令和２年度 令和元年度

詰所改築数 棟 0 1 0

一般財源 0 10 2,869 542

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

詰所解体数 棟 1 1 1

財
　
源

合　計 0 2,310 17,856 12,270

国県支出金
2,287

その他特財
2,300 1,728

その他特財の内容 公共施設等マネジメント基金繰入金、繰越金

国県支出金の内容 消防施設強化事業補助金（県1/6）

地方債 12,700

0.70 人

0 人 0

総事業費 0 7,706 23,070 17,969

5,699

臨時職員等 人 0 人 0 人

5,396 0.70 人 5,214 0.70 人正職員 人 0

役務費 13

0.70 人 5,214 0.70 人 5,699

12,270

内　訳

工事請負費 0 工事請負費 2,310 工事請負費 17,844 工事請負費 11,758

役務費 12 委託料 389
負担金補助
及び交付金

110コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 2,310 17,856

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.70 人 5,396

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）


